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１ 全産業と道路貨物運送業の労働災害発生件数の推移（奈良局内）
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道路貨物運送業
事故の型別 労働災害発生状況（奈良局内）
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墜落・転落災害の内、27件は、荷役作業中に
荷台からの墜落災害。

洗車作業、荷台の清掃作業時にも、墜落転落
災害が発生。

傷病内容として、足、手首、骨盤、頭等の骨折
が39件
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トラックでの荷役作業時における
安全対策の強化について



6

1 昇降設備、保護帽の設置義務の範囲が拡大されます
R5.10.1
施行

● 昇降設備について（安衛則第151条の67関係）

荷を積み卸す作業を行うときに、昇降設備の設置義務の対象となる貨物自動車について、最大積載量が5トン以上

のものに加え、2トン以上5トン未満のものが追加されます。

「昇降設備」には、踏み台等の可搬式のもののほか、貨物自動車に設置されている昇降用のステップ等が含まれます。

なお、昇降用ステップは、できるだけ乗降グリップ等による三点支持等により安全に昇降できる形式のものとする

ようにしてください。
○：現行の規則、●：新設、△：望ましい措置

2t未満 2t以上
5t未満

5t以上 備 考

床面から荷の上

又は荷台までの

昇降設備の設置

△ ● ○

高さ1.5mを超える箇所で作業を行う

ときは、安衛則第526条第1項の規定

に基づき、原則として昇降設備の設置

が義務付けられています。

【テールゲートリフターをステップとして使用する場合の留意事項】

原則として、テールゲートリフターの昇降時には、労働者

を搭乗させてはいけません。

※詳細についてはメーカー取扱説明書をご参照ください。
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1 昇降設備、保護帽の設置義務の範囲が拡大されます
R5.10.1
施行

●保護帽について（安衛則第151条の74関係）

荷を積み卸す作業を行うときに、労働者に保護帽を着用させる義務の対象となる貨物自動車について、最大積載量が

5トン以上のものに加え、以下のものが追加されます。

① 最大積載量が2トン以上5トン未満の貨物自動車であって、荷台の側面が構造上開放されているもの又は構造上開閉

できるもの（平ボディ車、ウイング車等）。

② 最大積載量が2トン以上5トン未満の貨物自動車であって、テールゲートリフターが設置されているもの（テール

ゲートリフターを使用せずに荷を積み卸す作業を行う等の場合は適用されません）。

保護帽は、型式検定に合格した「墜落時保護用」のものを使用する必要があります。

○：現行の規則、●：新設、△：望ましい措置

2t未満 2t以上 5t未満 5t以上 備 考

墜落による危険を

防止するための

保護帽の着用
△

●

（上記①②）

○

高さ2m以上の箇所で作業を行うとき

は、安衛則第518条の規定に基づき、

墜落による危険を防止するための

措置を講じる必要があります。

△
（上記①②）

※荷の積み卸しを伴わない作業については、陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン

において、昇降設備の設置や墜落・転落の危険のある作業において保護帽を着用することとされています。
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＜荷役作業の安全対策ガイドライン＞で示されている

墜落転落災害の遵守事項

① 荷役作業を行う前に、貨物自動車周辺の床・地面の凹凸等を確認すること。

また、資材等が置かれている場合には整理・整頓してから作業を行うこと。

② 不安定な荷の上ではできる限り移動しないこと（一度地面に降りて移動すること。）。

③ 荷締め、ラッピング、ラベル貼り等の作業は、荷や荷台の上で行わず、出来る限り地上から又は地上

での作業とすること。

④ 要求性能墜落制止用器具を取り付ける設備がある場合は、要求性能墜落制止用器具を使用すること。

⑤ 墜落・転落の危険のある作業においては、墜落時保護用の保護帽を着用すること。

⑥ 荷や荷台の上で作業を行う場合は、フォークリフトの運転者等から見える安全な立ち位置を確保すること。

⑦ 荷や荷台の上で作業を行う場合は、荷台端付近で背を荷台外側に向けないようにし、後ずさりしないこと。

⑧ 雨天時等滑りやすい状態で作業を行う場合には、耐滑性のある靴（Ｆマーク）を使用すること。

⑨ あおりを立てる場合には、必ず固定すること。

⑩ 最大積載量が２ｔ以上の貨物自動車の荷台への昇降は、昇降設備を使用すること。

最大積載量が２ｔ未満の貨物自動車の荷台への昇降についても、できる限り昇降設備（踏み台等の簡易な

ものでもよい。）を使用すること。

⑪ 荷や荷台、貨物自動車の運転席への昇降（乗降）については、三点確保（手足の４点のどれかを動かす

時に残り３点で確保しておくこと）を実行すること。
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2 テールゲートリフターを使用して荷を積み卸す作業への
特別教育が義務化されます

R6.2.1
施行

荷を積み卸す作業におけるテールゲートリフターの操作※の業務を行う労働者に対し、以下の科目、時間について

特別教育を実施する必要があります。

また、特別教育を行ったときは、事業者において受講者、科目等の記録を作成し、3年間保存する必要があります。

※「テールゲートリフターの操作」には、稼働スイッチの操作のほか、キャスターストッパー等を操作すること、昇降板の展開

や格納の操作を行うこと等が含まれます。

科 目 範 囲 時 間

学科教育

テールゲートリフターに
関する知識

・テールゲートリフターの種類、構造及び取扱い方法

・テールゲートリフターの点検及び整備の方法
1.5時間

テールゲートリフターによる
作業に関する知識

・荷の種類及び取扱い方法
・台車の種類、構造及び取扱い方法
・保護具の着用

・災害防止

2時間

関係法令 ・労働安全衛生法令中の関係条項 0.5時間

実技教育 ・テールゲートリフターの操作の方法 2時間

特別教育の受講については、陸上貨物運送事業労働災害防止協会のHPに各支部の開催状況が掲載されていますので、

ご確認お願いします。

※6月初旬の段階では、多くの支部が開催準備中
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2 テールゲートリフターを使用して荷を積み卸す作業への
特別教育が義務化されます

R6.2.1
施行

○ 改正告示の施行日時点において、荷を積み卸す作業を伴うテールゲートリフターの操作の業務に６月以上従事した

経験を有する者

学科教育 テールゲートリフターに関する知識 1.5時間 → 45分

テールゲートリフターによる作業に関する知識 2時間 → （変更なし）

関係法令 0.5時間 → （変更なし）

実技教育 テールゲートリフターの操作の方法 2時間 → 1時間

○ 平成 25 年６月 18 日付け基安安発 0618 第１号基安労発 0618 第１号「「陸上貨物運送事業における荷役作業の

安全対策ガイドライン」に基づく安全衛生教育の推進について」「荷役作業従事者のための安全衛生教育

（陸運事業者向け）実施要領」に基づく安全衛生教育であって、教育内容にテールゲートリフターを含むものを受講した者

学科教育 テールゲートリフターに関する知識 1.5時間 → （省略可）

テールゲートリフターによる作業に関する知識 2時間 → （省略可）

関係法令 0.5時間 → （変更なし）

実技教育 テールゲートリフターの操作の方法 2時間 → （変更なし）

○ 陸上貨物運送事業労働災害防止協会が実施するテールゲートリフターに係る荷役作業安全講習会

（「ロールボックスパレット及びテールゲートリフター等による荷役作業安全講習会」をいう。）を受講した者

学科教育 テールゲートリフターに関する知識 1.5時間 → （変更なし）

テールゲートリフターによる作業に関する知識 2時間 → （省略可）

関係法令 0.5時間 → （変更なし）

実技教育 テールゲートリフターの操作の方法 2時間 → （変更なし）
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3 運転位置から離れる場合の措置が一部改正されます
R5.10.1
施行

（運転位置から離れる場合の措置）

第151条の11 事業者は、車両系荷役運搬機械等の運転者が運転位置から離れるときは、当該運転者に次の措置を講じ

させなければならない。ただし、走行のための運転位置と作業装置の運転のための運転位置が異なる貨物自動車を運転

する場合であつて、労働者が作業装置の運転のための運転位置において作業装置を運転し、又は運転しようとしている

場合は、この限りでない。

一 フォーク、ショベル等の荷役装置（テールゲートリフターを除く。）を最低降下位置に置くこと。

二 原動機を止め、かつ、停止の状態を保持するためのブレーキを確実にかける等の車両系荷役運搬機械等の逸走を

防止する措置を講ずること。

２ （略）

３ 事業者は、第一項ただし書の場合において、貨物自動車の停止の状態を保持するためのブレーキを確実にかける等の

貨物自動車の逸走を防止する措置を講じさせなければならない。

４ 貨物自動車の運転者は、第一項ただし書の場合において、前項の措置を講じなければならない。

【改正後の労働安全衛生規則（抜粋）】※赤字が改正部分

走行のための運転位置とテールゲートリフター等の操作位置が異なる貨物自動車を運転する場合において、

テールゲートリフター等を操作し、又は操作しようとしている場合は、原動機の停止義務の適用が除外されます。

なお、ブレーキを確実にかける等の貨物自動車の逸走防止措置については、引き続き義務付けられることにご留意

ください。また、逸走防止の観点から、可能な範囲で原動機も停止するようにしてください。


